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１２．地球温暖化防止対策について 

  12－１．貴社では、自らの環境に対する経営方針あるいは事業活動の中に、地球温暖化防止への取組みについて、
どのように位置付け、取り組んでいますか。 

    ①重大な問題なので、できる限り地球温暖化の防止に努力するよう定め、実際に地球温暖化防止のための取
組みを行っている 

    ②重大な問題だとは思うが、不確実性も高く、可能な範囲で取り組むよう定めているが、具体的な取組みは
行っていない 

    ③現時点では、地球温暖化防止についての特別な方針は定めておらず、実際の取組みは行っていない 
    ④特別な方針は定めていないが、可能な範囲で、地球温暖化防止のための取組みを行っている 
    ⑤その他 

 上場企業、非上場企業ともに、「重大な問題なので、できる限り地球温暖化の防止に努力するよう定め、実
際に地球温暖化防止のための取組みを行っている」企業が４２．０％、３２．０％と最も多く、次いで上場企
業では、「特別な方針は定めていないが、可能な範囲で、地球温暖化防止のための取組みを行っている」の２
２．６％などとなっており、非上場企業では「現時点では、地球温暖化防止についての特別な方針は定めてお
らず、実際の取組みは行っていない」企業が２９．１％などとなっている。 
 昨年度と比べると、上場企業、非上場企業ともに、「重大な問題なので、できる限り地球温暖化の防止に努
力するよう定め、実際に地球温暖化防止のための取組みを行っている」企業が３．３ポイント、６．８ポイン
ト増加している。 
 業種別にみると、「実際に地球温暖化防止のための取組みを行っている」企業は、上場企業、非上場企業と
もに「電気・ガス等供給業」、｢製造業｣で割合が高くなっている。 
 売上高別にみると、上場企業、非上場企業ともに、売上高が大きい企業ほど、取り組んでいる企業の割合が
高い傾向が見られる。 

地球温暖化防止の位置づけ等

34.4

38.7

42.0

14.7

12.8

11.3

23.4

22.3

20.8

23.7

23.1

22.6

2.4
1.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成１０年度

平成１1年度

平成１2年度

①取組を行って
いる

②不確実性も高
く具体的取組は
ない
③特別な方針は
なく取組もない

④特別な方針な
いが可能な範囲
での取組
⑤その他

回答なし

N=1051

N=1170

N=1147

上　場上　場上　場上　場

地球温暖化防止の位置づけ等

20.1

25.2

32.0

15.3

12.3

10.1

33.3

34.1

29.1

25.2

25.0

24.6

2.4 1.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成１０年度

平成１1年度

平成１2年度

①取組を行って
いる

②不確実性も高
く具体的取組は
ない
③特別な方針は
なく取組もない

④特別な方針な
いが可能な範囲
での取組
⑤その他

回答なし

N=1609

N=1519

非上場非上場非上場非上場

N=1620
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上場企業クロス業種

①取組を
行ってい
る

②不確実
性も高く
具体的取
組はない

③特別な
方針はな
く取組も
ない

④特別な
方針はな
いが可能
な範囲で
の取組

⑤その他回答なし回答なし

合計
n = 1170

建設業
n = 99

製造業
n = 757

n = 17

運輸・通信業
n = 41

卸売業
n = 75

小売業・飲食店
n = 76

金融･保険業
n = 43

不動産業
n = 11

サービス業
n = 45

その他
n = 6

回答なし
n = 0

0 25 50 75 100 (%)

42.0

27.3

49.1

100.0

43.9

25.3

23.7

20.9

18.2

15.6

33.3

11.3

18.2

10.8

9.8

13.3

13.2

7.0

8.9

16.7

20.8

24.2

17.4

9.8

26.7

28.9

41.9

36.4

37.8

33.3

22.6

26.3

20.1

29.3

28.0

31.6

30.2

45.5

22.2

16.7

4.9

8.9 6.7

電気・ガス等供給業
n = 17



 

－118－ 

 
 

非上場企業クロス業種

①取組を
行ってい
る

②不確実
性も高く
具体的取
組はない

③特別な
方針はな
く取組も
ない

④特別な
方針ない
が可能な
範囲での
取組

⑤その他回答なし回答なし

合計
n = 1519

建設業
n = 77

製造業
n = 577

電気・ガス等供給業
n = 7

運輸・通信業
n = 115

卸売業
n = 80

小売業・飲食店
n = 148

金融・保険業
n = 84

不動産業
n = 6

サービス業
n = 349

その他
n = 76

回答なし
n = 0

0 25 50 75 100 (%)

32.0

16.9

52.9

57.1

24.3

31.3

25.7

6.0

16.7

15.5

17.1

10.1

19.5

7.3

11.3

11.3

11.5

8.3

33.3

11.7

10.5

29.1

27.3

14.2

28.6

27.8

38.8

32.4

45.2

33.3

43.8

43.4

24.6

32.5

22.4

14.3

32.2

16.3

26.4

38.1

16.7

23.5

19.7 5.3
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上場企業クロス売上高

①取組を
行ってい
る

②不確実
性も高く
具体的取
組はない

③特別な
方針はな
く取組も
ない

④特別な
方針はな
いが可能
な範囲で
の取組

⑤その他回答なし回答なし

合計
n = 1170

500億円未満
n = 482

1千億円未満
n = 216

5千億円未満
n = 337

1兆円未満
n = 63

1兆円以上
n = 70

回答なし
n = 2

0 25 50 75 100 (%)

42.0

20.5

44.0

55.8

82.5

81.4

11.3

16.8

14.4

5.0

50.0

20.8

33.0

19.9

10.1

5.7

50.0

22.6

25.9

20.4

24.6

6.3

11.4

4.8

非上場企業クロス売上高

①取組を
行ってい
る

②不確実
性も高く
具体的取
組はない

③特別な
方針はな
く取組も
ない

④特別な
方針ない
が可能な
範囲での
取組

⑤その他回答なし回答なし

合計
n = 1519

50億円未満
n = 163

100億円未満
n = 167

500億円未満
n = 728

1000億円未満
n = 238

1000億円以上
n = 220

回答なし
n = 3

0 25 50 75 100 (%)

32.0

17.2

15.6

34.2

40.8

39.1

10.1

17.2

17.4

9.5

5.0

7.3

29.1

42.9

35.9

28.2

19.7

25.9

100.0

24.6

19.0

24.0

24.9

29.0

24.1
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 12－２．「地球温暖化対策の推進に関する法律」では、事業者や国民は環境負荷の低減に向けた行動をまず、自主

的かつ積極的に進めるべきものとされており、事業者はその事業活動に対し、温室効果ガスの排出の抑制
等のための措置に関する計画を策定し、公表するように努めなければならないと規定されています。この
規定に対して、貴社はどのような対応をされていますか。 

    ①法の規定に基づいて、計画を作成し公表している 
    ②法の規定に基づいて、計画を作成しているが公表はしていない 
    ③法の規定に基づいた計画の作成を検討している 
    ④計画を作成する予定はない 
    ⑤そのような法律があることを知らなかった 
    ⑥その他 

 上場企業では、「法の規定に基づいた計画の作成を検討している」と回答した企業が３４．３％と最も多く、
次いで「計画を作成する予定はない」の２０．４％などとなっており、非上場企業では、「計画を作成する予
定はない」と回答した企業が２７．８％と最も多く、次いで「法の規定に基づいた計画の作成を検討している」
の２６．５％などとなっている。｢そのような法律があることを知らなかった｣と回答した企業は、上場企業で
１０．４％、非上場企業で１６．３％となっている。また、公表の有無に係わらず「計画を作成している」企
業は、上場企業で２７．２％、非上場企業で１８．４％となっている。 
 昨年度と比べると、上場企業、非上場企業ともに、「法の規定に基づいて、計画を作成し公表している」と
回答した企業がそれぞれ５．２ポイント、２．４ポイント増加している。 
 業種別にみると、「計画を作成し公表している」企業は、上場企業では「電気・ガス等供給業」｢製造業」
においてその割合が高く、非上場企業では「製造業」においてその割合が高い。 
 また、売上高別にみると、売上高の高い企業ほど「計画を作成し公表している」企業の割合が高い傾向が見
られる。 
 
 法律の規定に対する対応

8.8

14.0

14.8

13.2

35.9 19.5

20.434.3

12.0

10.4

5.7

6.3

2.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成11年度
N=1147

平成12年度
N=1170

①計画を作成し
公表している

②計画を作成し
てるが公表して
ない

③計画の作成を
検討

④計画作成の予
定はない

⑤法律があるこ
とを知らない

⑥その他

回答なし

上　場上　場上　場上　場

法律の規定に対する対応

4.1

6.5

9.9

11.9

29.7 25.4

27.8

20.0

16.3

8.6

8.426.5

2.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成11年度

平成１2年度

①計画を作成し
公表している

②計画を作成し
てるが公表して
ない
③計画の作成を
検討

④計画作成の
予定はない

⑤法律があるこ
とを知らない

⑥その他

回答なし

非上場非上場非上場非上場

N=1620

N=1519
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上場企業クロス業種

①計画
を作成
し公表
してい
る

②計画
を作成
してる
が公表
してな
い

③計画
の作成
を検討

④計画
作成の
予定は
ない

⑤法律
がある
ことを
知らな
い

⑥その
他

回答な
し

合計
n = 1170

建設業
n = 99

製造業
n = 757

n = 17

運輸・通信業
n = 41

卸売業
n = 75

小売業・飲食店
n = 76

金融･保険業
n = 43

不動産業
n = 11

サービス業
n = 45

その他
n = 6

回答なし
n = 0

0 25 50 75 100 (%)

14.0

18.5

23.5

14.6

5.3

6.6

13.2

5.1

17.8

11.8

4.9

8.0

34.3

43.4

34.2

29.4

24.4

34.7

40.8

23.3

36.4

22.2

50.0

20.4

20.2

15.3

36.6

29.3

25.0

53.5

27.3

40.0

50.0

10.4

12.1

8.2

14.6

13.3

19.7

11.6

36.4

17.8

5.3

11.1

35.3

5.3

7.0

6.7

4.9

11.1

電気・ガス等供給業
n = 17
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非上場企業クロス業種

①計画
を作成
し公表
してい
る

②計画
を作成
してる
が公表
してな
い

③計画
の作成
を検討

④計画
作成の
予定は
ない

⑤法律
がある
ことを
知らな
い

⑥その
他

回答な
し

合計
n = 1519

建設業
n = 77

製造業
n = 577

電気・ガス等供給業
n = 7

運輸・通信業
n = 115

卸売業
n = 80

小売業・飲食店
n = 148

金融・保険業
n = 84

不動産業
n = 6

サービス業
n = 349

その他
n = 76

回答なし
n = 0

0 25 50 75 100 (%)

6.5

12.7

6.3

11.9

5.2

22.7

14.3

6.1

11.3

5.4

26.5

29.9

32.9

14.3

30.4

27.5

29.1

7.1

33.3

18.9

18.4

27.8

40.3

16.3

28.6

25.2

31.3

33.8

47.6

33.3

35.2

34.2

16.3

13.0

7.6

14.3

20.9

17.5

20.3

31.0

33.3

22.3

23.7

8.4

6.5

5.9

28.6

8.7

6.3

4.7

8.3

14.3

9.2 6.6
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上場企業クロス売上高

①計画
を作成
し公表
してい
る

②計画
を作成
してる
が公表
してな
い

③計画
の作成
を検討

④計画
作成の
予定は
ない

⑤法律
がある
ことを
知らな
い

⑥その
他

回答な
し

合計
n = 1170

500億円未満
n = 482

1千億円未満
n = 216

5千億円未満
n = 337

1兆円未満
n = 63

1兆円以上
n = 70

回答なし
n = 2

0 25 50 75 100 (%)

14.0

11.1

17.8

50.8

48.6

13.2

8.3

15.7

19.6

12.7

8.6

34.3

36.1

42.6

32.0

22.2

15.7

100.0

20.4

30.7

15.7

14.8

4.8

5.7

10.4

15.1

8.3

8.0

5.3

4.8

6.3

17.1

非上場企業クロス売上高

①計画
を作成
し公表
してい
る

②計画
を作成
してる
が公表
してな
い

③計画
の作成
を検討

④計画
作成の
予定は
ない

⑤法律
がある
ことを
知らな
い

⑥その
他

回答な
し

合計
n = 1519

50億円未満
n = 163

100億円未満
n = 167

500億円未満
n = 728

1000億円未満
n = 238

1000億円以上
n = 220

回答なし
n = 3

0 25 50 75 100 (%)

6.5

4.9

10.1

12.7

11.9

6.0

13.5

16.0

12.7

26.5

20.2

22.2

29.0

28.2

24.5

27.8

28.8

32.3

27.3

24.8

27.7

66.7

16.3

28.2

24.0

14.6

11.3

12.3

33.3

8.4

11.0

8.4

8.4

6.3

8.6

4.8



 
 
 12－３．貴社では、貴社の自主努力により、貴社自身の温室効果ガスの排出量を2008年～2012年に1990年比6％以上

削減することが可能であると思いますか。                       
       ①1990年レベルに比較して11％以上の削減が可能である（△11％～） 
       ②1990年レベルに比較して６～10％の削減が可能である（△６～△10％） 
       ③1990年レベルに比較して１～５％の削減が可能である（△１～△５％） 
       ④1990年レベルに比較してほとんど増減はない（±０％） 
       ⑤1990年レベルに比較して１～５％の増加が見込まれる（＋１～＋５％） 
       ⑥1990年レベルに比較して６～10％の増加が見込まれる（＋６～＋10％） 
       ⑦1990年レベルに比較して11％以上の増加が見込まれる（＋11％～） 
       ⑧温室効果ガス排出量を把握していないのでわからない 
       ⑨その他 

 上場企業、非上場企業ともに、「温室効果ガス排出量を把握していないのでわからない」と回答した企業が、
３８．９％、５３．１％と最も多く、次いで「1990年レベルに比較して１～５％の削減が可能である」の１３．
３％、９．７％、「1990年レベルに比較して６～10％の削減が可能である」の１１．６％、８．１％などとな
っている。全体としては、「1990年レベルに比較して削減が可能である」企業は、上場企業で３０．８％、非
上場企業で２０．８％、「1990年レベルに比較して増加が見込まれる」企業は、上場企業で１１．０％、非上
場企業で７．４％と、削減が可能と考える企業の割合の方が高くなっている。 
 昨年度と比べると、上場企業、非上場企業ともに、全体として｢1990年レベルに比較して削減が可能である｣
企業は、それぞれ１．３ポイント減少しており、「1990年レベルに比較して増加が見込まれる｣企業は、上場
企業で０．４ポイント、非上場企業で１．７ポイント増加している。 
 業種別にみると、「1990年レベルに比較して削減が可能である」企業は、上場企業では「電気・ガス等供給
業」｢製造業｣においてその割合が高く、非上場企業においては｢製造業｣「運輸・通信業」において割合が高く
なっている。 
 また、売上高別にみると、売上高の高い企業ほど「1990年レベルに比較して削減が可能である」企業の割合
が高い傾向が見られる。 
 
 

温室効果ガス排出量削減

5.9

13.0

11.6

14.2 11.1

10.2

37.8

38.9

6.5

7.013.3

4.6

5.5

2.4
4.0 2.1

平成１2年度

①11％以上削減

②６～10％削減

③１～５％削減

④増減なし

⑤１～５％増加

⑥６～10％増加

⑦11％以上増加

⑧把握していない

上　場上　場上　場上　場

平成 12 年度 

 Ｎ=1170 
平成１1年度
平成 11 年度 

 Ｎ=1147 
－124－ 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ので不明
⑨その他

回答なし
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温室効果ガス排出量削減

8.8 10.8 7.9

6.1

3.0

8.1 9.7

2.1

2.0

3.3

52.5

53.1

8.4

9.8

2.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成11年度

平成１2年度

①11％以上削減

②６～10％削減

③１～５％削減

④増減なし

⑤１～５％増加

⑥６～10％増加

⑦11％以上増加

⑧把握していない
ので不明
⑨その他

回答なし

非上場非上場非上場非上場

N=1519

N=1620

 
 

上場企業クロス業種

①11
％以
上削
減

②6～
10％
削減

③１
～5％
削減

④増
減な
し

⑤1～
5％増
加

⑥6～
10％
増加

⑦11
％以
上増
加

⑧把
握し
てい
ない
ので
不明

⑨そ
の他

回答
なし

合計
n = 1170

建設業
n = 99

製造業
n = 757

n = 17

運輸・通信業
n = 41

卸売業
n = 75

小売業・飲食店
n = 76

金融･保険業
n = 43

不動産業
n = 11

サービス業
n = 45

その他
n = 6

回答なし
n = 0

0 25 50 75 100 (%)

5.9

6.1

7.4

23.5

11.6

8.1

14.0

9.8

14.7

9.3

16.7

13.3

9.1

16.4

9.8

6.7

9.2

7.0

18.2

33.3

10.2

12.2

5.9

6.7

11.8

7.0

9.1

6.7

16.7

4.6

6.1

5.3

9.1

7.3

5.5

5.9

4.9

38.9

66.7

27.3

51.2

60.0

59.2

65.1

54.5

80.0

16.7

7.0

5.9

64.7

9.8

8.0

9.3

9.1

6.7

16.7

4.4

電気・ガス等供給業
n = 17
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非上場企業クロス業種

①11
％以
上削
減

②６
～10
％削
減

③１
～５
％削
減

④増
減な
し

⑤１
～５
％増
加

⑥６
～10
％増
加

⑦11
％以
上増
加

⑧把
握し
てい
ない
ので
不明

⑨そ
の他

回答
なし

回答
なし

合計
n = 1519

建設業
n = 77

製造業
n = 577

電気・ガス等供給業
n = 7

運輸・通信業
n = 115

卸売業
n = 80

小売業・飲食店
n = 148

金融・保険業
n = 84

不動産業
n = 6

サービス業
n = 349

その他
n = 76

回答なし
n = 0

0 25 50 75 100 (%)

4.9

7.5

8.1

5.2

14.9

7.8

5.3

9.7

11.7

11.3

14.3

13.9

6.3

8.1

8.6

10.5

6.1

6.8

28.6

8.7

6.3

4.8

5.7

7.5

53.1

67.5

33.1

28.6

52.2

66.3

68.2

78.6

83.3

64.8

67.1

9.8

9.1

12.1

28.6

8.8

7.4

4.8

16.7

11.2

5.3

7.8

6.6
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上場企業クロス売上高

①11
％以
上削
減

②6～
10％
削減

③１
～5％
削減

④増
減な
し

⑤1～
5％増
加

⑥6～
10％
増加

⑦11
％以
上増
加

⑧把
握し
てい
ない
ので
不明

⑨そ
の他

回答
なし

回答
なし

合計
n = 1170

500億円未満
n = 482

1千億円未満
n = 216

5千億円未満
n = 337

1兆円未満
n = 63

1兆円以上
n = 70

回答なし
n = 2

0 25 50 75 100 (%)

5.9

5.1

6.2

9.5

18.6

11.6

6.6

9.7

16.6

22.2

17.1

50.0

13.3

13.5

15.7

13.4

14.3

10.2

10.8

9.7

8.3

11.1

14.3

50.0

4.6

5.1

5.9 6.8

4.8

38.9

50.4

40.3

30.9

12.7

18.6

7.0

7.4

7.1

17.5

18.6

非上場企業クロス売上高

①11
％以
上削
減

②６
～10
％削
減

③１
～５
％削
減

④増
減な
し

⑤１
～５
％増
加

⑥６
～10
％増
加

⑦11
％以
上増
加

⑧把
握し
てい
ない
ので
不明

⑨そ
の他

回答
なし

回答
なし

合計
n = 1519

50億円未満
n = 163

100億円未満
n = 167

500億円未満
n = 728

1000億円未満
n = 238

1000億円以上
n = 220

回答なし
n = 3

0 25 50 75 100 (%)

5.0

6.8

8.1

5.4

9.8

9.2

6.8

9.7

9.2

12.0

9.9

11.3

5.9

33.3

6.1

5.5

7.2

6.2

7.3

33.3

53.1

63.8

57.5

52.9

47.9

48.6

33.3

9.8

5.5

9.0

9.8

9.2

14.5

4.6
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上場企業のみ 
☆問１２－３において①②③④に○をした企業について、次の質問に回答してもらった。  

 12－４．貴社では、どのような方法で削減、安定化を達成されますか。（複数回答可） 
   （1） 製造段階 
    ①現在の設備は特に交換せず、無駄をなくす 
    ②現在の設備を将来交換することによる 
    ③製造工程を効率化する 
    ④温室効果ガスの使用をやめる 
    ⑤生産量を減少させる 
    ⑥その他 
   （2） 業務部門 
    ①日々の業務の中で省エネルギーに努める  
    ②設備の交換時に省エネルギータイプの機器を導入する 
    ③業務時間を短縮する 
    ④その他 
   （3） 輸送部門  
    ①輸送効率を上げる 
    ②より温室効果ガスの少ない輸送機関への転換（トラックから鉄道など） 
    ③同じ輸送機関でも単位当たりの排出量の少ないものへの転換（低公害車の導入など） 
    ④輸送回数の削減 
    ⑤その他 
 製造段階では、「製造工程を効率化する」と回答した企業が６８．３％と最も多く、次いで「現在の
設備は特に交換せず、無駄をなくす」の４２．７％、「現在の設備を将来交換することによる」の４２．
５％などとなっている。 
 業務部門では、「日々の業務の中で省エネルギーに努める」と回答した企業が８５．２％と最も多く、
次いで「設備の交換時に省エネルギータイプの機器を導入する」の７２．５％などとなっている。 
 輸送部門では、「輸送効率を上げる」と回答した企業が６４．０％と最も多く、次いで「輸送回数の
削減」の３２．５％などとなっている。 
 昨年度と比べると、割合の高い項目の傾向は同様であるが、製造段階の「製造工程を効率化する」は
５．９ポイント、業務部門の「日々の業務の中で省エネルギーに努める」は６．８ポイント、輸送部門
の「輸送効率を上げる」は２．２ポイントそれぞれ増加している。 
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削減、安定化の方法

1.9

28.3

27.5

14.4

66.0

1.3

4.3

62.8

78.6

4.8

4.0

11.8

57.8

40.4

37.2

2.0

25.9

24.0

12.3

61.8

0.6

3.0

61.6

78.4

8.1

6.7

11.5

62.4

42.2

43.4

2.5

32.5

26.7

22.5

64.0

1.3

3.8

72.5

85.2

5.6

5.0

12.3

68.3

42.5

42.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

⑮その他

⑭輸送回数の削減

⑬低公害車の導入など

⑫輸送機関の転換

⑪輸送効率を上げる

⑩その他

⑨業務時間を短縮

⑧交換時に省エネタイプ機器導入

⑦業務の中で省エネルギー

⑥その他

⑤生産量を減少

④温室効果ガスの使用中止

③製造工程を効率化

②設備を将来交換

①無駄をなくす

平成１2年度

平成１1年度

平成１０年度

N=374

N=480

上　場上　場上　場上　場

N=495
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上場企業のみ 
 ⇒☆問１２－３において⑧に○をした企業について、次の質問に回答してもらった。 

 12－５．貴社は、温室効果ガスの排出量を把握されていないわけですが、貴社のエネルギー消費量等から推
測して、貴社では2008年時点で、1990年に比較して温室効果ガスの排出量はどのようであると予測
できますか。 

          ①省エネ等の取組みを行い、エネルギー消費量等は減少しているので、温室効果ガスの排出量は
1990年比６％以上削減されるであろうと予測できる 

          ②省エネ等の取組みを行い、エネルギー消費量等は減少しているので、温室効果ガスの排出量は
1990年レベルとほぼ同じ程度であろうと予測できる 

          ③特別な取組みは行っておらず、エネルギー消費量も増加しているので、温室効果ガスの排出量は
1990年レベルよりも増加すると予測できる 

          ④わからない 
          ⑤その他 
 「わからない」と回答した企業が３１．９％と最も多く、次いで「省エネ等の取組みを行い、エネル
ギー消費量等は減少しているので、温室効果ガスの排出量は1990年レベルとほぼ同じ程度であろうと予
測できる」の２９．９％、「省エネ等の取組みを行い、エネルギー消費量等は減少しているので、温室
効果ガスの排出量は６％以上削減されるであろうと予測できる」の１４．７％などとなっている。 
 昨年度と比べると、割合の高い項目の傾向は同じであるが、その中で「省エネ等の取組みを行い、エ
ネルギー消費量等は減少しているので、温室効果ガスの排出量は1990年比６％以上削減されるであろう
と予測できる」企業が１．６ポイント増加している一方で、「特別な取組みは行っておらず、エネルギ
ー消費量も増加しているので、温室効果ガスの排出量は1990年レベルよりも増加すると予測できる」も
０．８ポイント増加している。 
 
 

2008年時点での排出量

8.1

13.1

14.7

26.2

30.2

29.9

7.6

6.7

7.5

34.3

29.0

31.9 6.2

18.6

16.8

9.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成１０年度

平成１1年度

平成１2年度

①６％以上削減

②1990年レベルとほ

ぼ同じ

③1990年レベルより

も増加

④わからない

⑤その他

回答なし

N=420

N=455

上　場上　場上　場上　場

N=434
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 12－６. 地球温暖化を防止するために、炭素税の導入を図るとの考え方について、どのように思われますか。 
    ①自主的努力だけでは、排出の抑制は困難なので、炭素税の導入に賛成である（またはやむを得ないと思う） 
    ②自主的努力だけでは、排出の抑制は困難なので、内容次第ではあるが、どちらかといえば炭素税の導入に

賛成である 
    ③自主的努力だけで十分であると思うので炭素税の導入には反対である 
    ④炭素税よりも規制的な措置を活用すべきであると思うので、炭素税の導入には反対である  
    ⑤わからない 
    ⑥その他 

 上場企業、非上場企業ともに、「自主的努力だけでは、排出の抑制は困難なので、内容次第ではあるが、ど
ちらかといえば炭素税の導入に賛成である」と回答した企業が３７．９％、２９．５％と最も多く、次いで上
場企業では「炭素税よりも規制的な措置を活用すべきであると思うので、炭素税の導入には反対である」の１
９．０％、「わからない」の１６．４％、非上場企業では「わからない」の２５．７％、「炭素税よりも規制
的な措置を活用すべきであると思うので、炭素税の導入には反対である」の２４．２％などとなっており、「導
入に賛成」の企業は、上場企業で４６．９％、非上場企業で３７．５％、「導入に反対」は、上場企業で２９．
２％、非上場企業で３１．８％などとなっている。 
 昨年度と比べると、「導入に賛成」の企業は、上場企業で１．４ポイント増加し、非上場企業で０．３ポイ
ント減少した。また、「導入に反対」は、上場企業で１．３ポイント減少し、非上場企業で１．８ポイント増
加した。 
 業種別にみると、炭素税の導入に「賛成又はどちらかといえば賛成」と回答した企業は、上場企業では「建
設業」、非上場企業では「製造業」の割合が高い。 
 
 

炭素税の導入について

8.5

7.1

9.0

34.2

38.4

37.9

7.5

8.4

10.2

24.3

22.1

19.0

18.4

18.2

16.4 5.2

2.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成10年度

平成11年度

平成12年度

①導入に賛成

②どちらかといえば導

入に賛成

③自主的努力で十分な

ので導入に反対

④より適切な措置を活

用すべきで導入に反対

⑤わからない

⑥その他

回答なし

N=1147

N=1051

N=1170

上　場上　場上　場上　場
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炭素税の導入について

7.6

8.4

8.0

27.8

29.4

29.5

7.8

7.0

7.6

26.2

23.0

24.2

25.1

26.7

25.7

3.4 1.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成１０年度

平成１1年度

平成１2年度

①導入に賛成

②どちらかといえば導

入に賛成

③自主的努力で十分

なので導入に反対

④より適切な措置を活

用すべきで導入に反

対

⑤わからない

⑥その他

回答なし

N=1620

N=1609

非上場非上場非上場非上場

N=1519

 

 

上場企業クロス業種

①導入
に賛成

②どち
らかと
いえば
導入に
賛成

③自主
的努力
で十分
なので
導入に
反対

⑤より
適切な
措置を
活用す
べきで
導入に
反対

⑤わか
らない

⑥その
他

回答な
し

回答な
し

合計
n = 1170

建設業
n = 99

製造業
n = 757

電気ガス等供給業
n = 17

運輸・通信業
n = 41

卸売業
n = 75

小売業・飲食店
n = 76

金融･保険業
n = 43

不動産業
n = 11

サービス業
n = 45

その他
n = 6

回答なし
n = 0

0 25 50 75 100 (%)

9.0

7.1

10.0

12.2

5.3

5.3

11.6

9.1

6.7

37.9

44.4

40.6

24.4

34.7

34.2

25.6

18.2

35.6

33.3

10.2

5.1

12.0

11.8

4.9

5.3

5.3

7.0

9.1

13.3

16.7

19.0

17.2

17.6

11.8

22.0

22.7

31.6

11.6

36.4

17.8

50.0

16.4

20.2

12.9

17.6

22.0

22.7

19.7

39.5

27.3

22.2

5.2

5.2

52.9

12.2

5.3

5.9

4.7

電気・ガス等供給業
n = 17
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非上場企業クロス業種

①導入
に賛成

②どち
らかと
いえば
導入に
賛成

③自主
的努力
で十分
なので
導入に
反対

④より
適切な
措置を
活用す
べきで
導入に
反対

⑤わか
らない

⑥その
他

回答な
し

回答な
し

合計
n = 1519

建設業
n = 77

製造業
n = 577

電気・ガス等供給業
n = 7

運輸・通信業
n = 115

卸売業
n = 80

小売業・飲食店
n = 148

金融・保険業
n = 84

不動産業
n = 6

サービス業
n = 349

その他
n = 76

回答なし
n = 0

0 25 50 75 100 (%)

8.0

7.8

7.3

8.7

10.0

13.1

9.5

7.9

29.5

27.3

36.2

42.9

20.0

25.0

28.4

26.2

16.7

25.2

25.0

7.6

5.2

10.7

8.7

6.8

16.7

6.3

24.2

35.1

20.1

28.6

32.2

26.3

28.4

19.0

33.3

24.4

25.0

25.7

22.1

20.3

14.3

25.2

30.0

25.7

33.3

33.3

31.8

30.3

14.3

6.6
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上場企業のみ 
☆問１２－６において①又は②に○をした企業について、次の質問に回答してもらった。 

 12－７．どのような内容又は条件が満たされれば、炭素税の導入に賛成できると考えられますか。 
                                      （３つ選択） 
    ①我が国だけでなく、他の先進国も協調して炭素税を導入することにより、先進国間での経済競争力

の低下を招かないこと 
    ②先進国だけでなく、中進国も含めて協調して炭素税を導入することにより、工業国間での経済力競

争の低下を招かないこと 
    ③発展途上国も含めた世界全体で協調して炭素税を導入することにより、国際間での経済競争力の低

下を招かないこと 
    ④過度に企業の経営や経済成長を圧迫しない税率であること 
    ⑤炭素税の税収による増収分で、他の税の減税や社会保険の引き下げ等が行われること 
    ⑥炭素税の税収を企業の温暖化防止のための投資等の補助金として用いること 
    ⑦エネルギー多消費産業に軽減措置を設けるなど業種毎に過度に負担が偏らないようにすること 
    ⑧産業部門だけでなく、民生部門(家庭、商業、オフィスビル等)も例外なく対象とすること 
    ⑨その他 
 「過度に企業の経営や経済成長を圧迫しない税率であること」と回答した企業が７３．０％と最も多
く、次いで「炭素税の税収を企業の温暖化防止のための投資等の補助金として用いること」の５２．１％、
「発展途上国も含めた世界全体で協調して炭素税を導入することにより、国際間での経済競争力の低下
を招かないこと」の２９．３％などとなっている。 
 昨年度と比べると、「産業部門だけでなく、民生部門も例外なく対象とすること」が２２．４ポイン
トと大幅に減少し、「過度に企業の経営や経済成長を圧迫しない税率であること」は８．４ポイント増
加している。 

 

炭素税導入の条件

2.2

1.3

39.9

15.1

25.6

64.8

33.6

24.5

28.1

2.5

0.8

45.2

20.7

47.5

64.6

30.5

28.0

29.9

1.3

0.5

22.8

22.8

52.1

15.3

73.0

29.3

27.3

28.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

回答なし

⑨その他

⑧民生部門も対象とする

⑦業種毎に負担が偏らない

⑥税収を投資等の補助金

⑤増収分で減税等

④経営等を圧迫しない税率

③国際間で低下を招かない

②工業国間で低下を招かない

①先進国間で低下を招かない

平成１2年度

平成１1年度

平成１０年度
N=449

N=549

N=522

上　場上　場上　場上　場

 



 

－135－ 

上場企業のみ 
 12－８．仮に炭素税を導入する場合、どの程度であれば適当であると考えますか 
    ①炭素１kg当たり３０円程度（ガソリン換算で１㍑当たり２０円程度） 
    ②炭素１kg当たり１０円程度（ガソリン換算で１㍑当たり６円程度） 
    ③炭素１kg当たり３円程度（ガソリン換算で１㍑当たり２円程度） 
    ④炭素１kg当たり１円程度（ガソリン換算で１㍑当たり０．６円程度） 
    ⑤わからない 
    ⑥その他 

 「わからない」と回答した企業が５４．８％と最も多く、次いで「炭素１ｋｇ当たり３円程度（ガソリン換
算で１㍑２円程度）」の１６．３％、「炭素１ｋｇ当たり１円程度（ガソリン換算で１㍑０．６円程度）」の
１４．８％などとなっている。 
 昨年度と比べると、割合の高い項目の傾向は同じである。 
 
 
 
 
 

炭素税額

6.4

16.5

17.2

16.3

12.1

12.6

14.8

59.2

58.3

54.8

0.8 3.2
3.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成１０年度

平成１1年度

平成１2年度

①キロ当たり３０円

②キロ当たり１０円

③キロ当たり３円

④キロg当たり１円

⑤わからない

⑥その他

回答なし

N=1147

N=1051

N=1170

上　場上　場上　場上　場

 



 

－136－ 

上場企業のみ 
 12－９．炭素税を導入した場合に税収はどう使うべきと考えますか。  
    ①一般財源とするべきである 
    ②温暖化対策（植林等を含めて社会全体に還元される）のために使うべきである 
    ③温暖化対策の中でも特に企業向けの省エネルギー投資の促進のために使うべきである 
    ④減税又は社会保障負担の軽減などの対策に使うべきである 
    ⑤その他 

 ｢温暖化対策のために使うべきである｣と回答した企業が５８．８％と最も多く、次いで「温暖化対策の中で
も特に企業向けの省エネルギー投資の促進のために使うべきである」の２６．０％、「減税又は社会保障負担
の軽減などの対策に使うべきである」の４．７％などとなっている。 
 
 
 

税収の使い方

58.8 26.0

1.5

4.7

3.0

6.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成１2年度

N=1170

①一般財源

②温暖化対策目的

③温暖化対策（企業向け）

④減税等の対策に使うべ

きである

⑤その他

回答なし

上　場上　場上　場上　場

 



 

－137－ 

 
 12－10．地球温暖化を防止するために、「国内排出量取引制度」の導入を図るとの考え方について、どのように思

われますか。 
    ①排出削減を進めれば、国内排出量取引制度により、相当の利益が得られることから、国内排出量取引制度

の導入に賛成である 
    ②排出削減を進めれば、国内排出量取引により、利益を得られる可能性もあることから、内容次第ではある

が、国内排出量取引制度の導入に賛成である（又はやむを得ないと思う） 
    ③自主的努力だけで十分であり、また、国内排出量取引による利益が見込まれないことから、国内排出量取

引の制度の導入には反対である 
    ④幅広い主体を対象にできる環境税により削減を図るべきであり、排出量に上限を設ける排出量取引制度の

導入には反対である 
    ⑤排出量取引制度よりは規制的措置を活用すべきであると思うので、排出量取引制度の導入には反対である 
    ⑥わからない 
    ⑦その他 

 上場企業、非上場企業ともに、｢わからない」が２９．７％、３５．７％と最も多く、次いで「排出削減を
進めれば、国内排出量取引により、利益を得られる可能性もあることから、内容次第ではあるが、国内排出量
取引制度の導入に賛成である」の２６．８％、２８．５％、上場企業で「幅広い主体を対象にできる環境税に
より削減を図るべきであり、排出量に上限を設ける排出量取引制度の導入には反対である」の１４．７％、非
上場企業で「排出量取引制度よりは規制的措置を活用すべきであると思うので、排出量取引制度の導入には反
対である」の１４．４％などとなっている。「導入に賛成である」企業は、上場企業で２９．８％、非上場企
業で３０．９％、「導入には反対である」企業は、上場企業で３４．７％、非上場企業で２８．０％となって
いる。 

国内排出量取引制度

26.8 6.7 14.7

3.0

13.3 29.7

3.2
2.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成１2年度

N=1170

①導入に賛成

②内容次第では導入に賛成

③自主的努力だけで十分であり

反対

④環境税により削減を図るべき

で反対

⑤より規制的措置を活用すべき

で反対

⑥わからない

⑦その他

回答なし

上　場上　場上　場上　場

 

国内排出量取引制度

28.5

2.4 4.1

9.5 14.4 35.7

2.6 2.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成１2年度

①導入に賛成

②内容次第では導入に賛成

③自主的努力だけで十分であり反

対

④環境税により削減を図るべき

で反対
⑤より規制的措置を活用すべき

で反対

⑥わからない

⑦その他

回答なし

非上場非上場非上場非上場

N=1519

 



 

－138－ 

☆問１２－１０において①または②に○をした企業について、次の質問に回答してもらった。 
上場企業のみ 

 12－11．どのような内容又は条件が満たされれば国内排出量取引導入に賛成できると考えられますか。 
（２つ選択）  
    ①我が国だけでなく、他の先進国も協調して国内排出量取引制度を導入することにより、先進国間で

の経済競争力の低下を招かないこと 
    ②国際排出量取引が行われる国際市場とのリンクがあり、国際市場における排出枠の購入・売却が可

能であること 
    ③過度に企業の経営や経済成長を圧迫しないこと 
    ④エネルギー多消費産業の排出枠の交付に配慮するなど、業種毎に過度に負担が偏らないようにする

こと 
    ⑤産業部門だけでなく、民生部門（家庭、商業、オフィスビル等）も例外なく制度の対象とすること 
    ⑥その他 
「過度に企業の経営や経済成長を圧迫しないこと」と回答した企業が４７．６％と最も多く、次いで
「我が国だけでなく、他の先進国も協調して国内排出量取引制度を導入することにより、先進国間で
の経済競争力の低下を招かないこと」の３６．７％、「国際排出量取引が行われる国際市場とのリン
クがあり、国際市場における排出枠の購入・売却が可能であること」の３４.７％などとなっている。 

 
 
 
 

国内排出量取引制度の導入条件

3.7

1.1

14.9

27.8

47.6

34.7

36.7

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

回答なし

⑥その他

⑤民生部門も対象とする

④業種毎に負担が偏らない

③経営等を圧迫しない

②排出枠の売買可能

①先進国間で低下ない

平成１2年度 　
N=349

上　場上　場上　場上　場

 



 

－139－ 

上場企業のみ 
 12－12．仮に排出量取引制度を導入するとした場合、経営を圧迫せず、かつ温室効果ガスの排出抑制に努力

するインセンティブとなるためには、貴社は、どの程度の排出枠であれば適当であると考えられます
か。 

    ①１９９０年排出量の６％減 
    ②１９９０年排出量の４％減 
    ③１９９０年排出量の２％減 
    ④１９９０年排出量と同水準（±０％） 
    ⑤１９９０年排出量の２％増 
    ⑥わからない 
    ⑦その他 

 「わからない」と回答した企業が５３．８％と最も多く、次いで「１９９０年排出量と同水準」の１３．８％、
「１９９０年排出量の２％減」の８．０％などとなっている。 
 
 

排出枠について

6.2 8.0 13.8

5.3 3.5

53.8

3.5
5.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成１2年度
  N=1170

①６％減

②４％減

③２％減

④同水準

⑤２％増

⑥わからない

⑦その他

回答なし

上　場上　場上　場上　場

 


